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研究成果の概要（和文）：本研究は、学習者が学校教育の主流から排除されるメカニズムに注目

する。すなわち、早期離学者、進路変更を余儀なくされる生徒たち、高等教育における中退、

などに焦点を当てている。こうした学校「内部から排除」するメカニズムに対して制度的にど

のように包摂が可能か検討し、具体的な対策として郊外における優先教育の試み、障害児の包

摂に向けた取組、学校ガバナンスの方法、高等教育における学業継続支援策や社会経験認定制

度の整備、余暇センターの活動など現地調査をもとに考察を行った。 

 

研究成果の概要（英文）：The research concerns with the pupils and students who are excluded 
from the mainstream of the school education without any diplomas. We focus on “the 
exclusion from the inside of system”. Since the beginning of the 21st century, the 
government has been taking measures to deal with the inclusion. Its aim is to include 
pupils who are in difficulties socially, economically and educationally, especially in 
“banlieues”(the suburbs). Through our research, it is clear that the recent French 
education policy moves from the equal opportunity to the equity of the result by 
encouragement to include pupils in difficulties with a special needs education. 
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１．研究開始当初の背景 
我が国を始めとする先進国は、共通の教

育問題に直面している。それは、すべての
子どもの教育の質的保障と雇用機会の保障

を同時に達成するという問題である。いわ
ゆる学校と雇用のミスマッチングが若者の
失業や、フリーター、ニート問題を浮上さ
せている。フランスにおいては 1980 年代よ
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り、当時の教育大臣シュベーヌマンによる
同年齢層の 80%にバカロレア（大学入学資
格）を取得させるという目標を掲げ(現時点
で約 62%)、2005 年教育基本法（フィヨン法）
においても継続的な目標とすることで、若
者の進路や雇用を保障しようとしている
(「同一年齢層の 100%を最低限の職業資格
水準に、80%をバカロレア水準に至らせる」)。
こうした、数値目標を設定することは、EU
の政策とも連動している。EU 自身は、2000
年のリスボン戦略として、早期離学者 10%
以下、読解力のボトムアップ、後期中等教
育修了率 85%、高等教育の理数工学系の 15%
増加、生涯学習者の増大など、５つの分野
における共通目標を具体的な数値に示し、
2010年をその中期計画の達成時期としてい
る。 
しかしながら、2005年秋にフランスでは、

移民が多く集住する郊外都市を中心に騒擾
事件が起きた。さらに 2006 年春には、26
歳未満の若者の初期雇用の機会拡大を目的
とした CPE（初就職用契約）の法案成立に
対する抗議デモが起きた。いずれの場合に
も、共通して若者の雇用問題やマイノリテ
ィへの社会的排除の問題が根底にある。近
年の先進国に共通した学校教育の大衆化と
学歴インフレ化における、雇用（生活・将
来）の不安定ないし、「社会的排除」の問
題が可視化し、長期化し、深刻化している
ことに対する異議申し立てである。これは、
経済のグローバリゼーションの進展におけ
る市場原理の徹底とそのなかで「人材」と
しての付加価値を競って身につけざるを得
ないような状況に若者を追い込む教育政策
の結果であり、日本もこの例外ではない。
EU では、これに対抗するため、先の共通目
標を設定した。さらには、PISA(国際学力調
査)に着手した OECD では、「学力・能力（キ
ー・コンピテンシー）」に関する DeSeCo プ
ロジェクト(学力・能力の定義と選択につい
ての取組)において、「相互作用的に道具を
用いる」、「自律的に活動する」、「異質
な集団で交流する」という広いカテゴリー
に学力・能力を分類することでグローバル
化した世界状況に対応しようとしている。
また、フランスでは、「共通の土台(socle 
commun)」という発想の下に教育実践を見直
そうとしている。 

 
２．研究の目的 

以上のことを踏まえて、本研究グループ
では、これまで過去 15 年のフランス教育に
関する共同研究（教育基本法、教育課程、
教師教育、教育病理）の成果を活かしなが
ら、フランス独自の社会状況や制度的特質
を意識した上で、学校教育の主流からドロ
ップアウトする若者、トラッキングのメカ

ニズムに注目する。すなわち、早期離学者
（無資格のまま離学する６万人の青少年）、
職業教育コースや「特殊教育」へ進路変更
を余儀なくされる生徒たち、高等教育にお
けるドロップアウト（大学では入学者の約
半数とも言われている）、資格を持ちなが
らも就職差別を受ける移民の失業者などに
焦点を当て、かれらの生きる道を制度的に
どのように保障するか考究する。これは、
より深刻化する学校教育の機能不全に焦点
をあてる研究であり、教育における包摂と
排除の原理についての研究でもある。 
従って、本研究は近年国内外でも徐々に

注目されてきた「社会的排除」、「貧困」、
「アンダークラス」、「ホームレス」研究
の、教育学版である。これまでの学校教育
研究の主流は、すべての子どもを受け入れ、
問題なく適応し卒業する生徒が主な研究対
象であった。ここでは、そうした既存の制
度に収まりきらない、あるいは卒業し一見
安定しているようにみえるが、労働市場と
は不一致を起こしている若者の姿をとらえ
ていく。同時に、学校の人材配分機能も問
われる。 
今一度、フランスの学校教育の機能につ

いて、特に社会統合としての機能に注目し
ながら、主流社会から排除される若者に焦
点を絞りながら深めることにする。 
こうした研究は、学術的には社会学のなか

でも社会保障や福祉学の研究者によって行
われている。しかし、教育学においては、
先行研究に限りがある。またフランスの教
育学研究においても十分な議論がされてい
ない。一方で、フランスの社会学者の間で
は、古くから貧困や、社会的排除に関する
先行研究には定評がみられる。この点を特
色とした研究を目的とする。 

 
３．研究の方法 

本研究は総合的な共同研究であるため、
５つの研究班を構成する。学校教育に求め
られるコンピテンシーに関する研究班、職
業教育課程に関する研究班、「特殊教育」
に関する研究班、移民と郊外問題に関する
研究班、高等教育に関する研究班に分けて
学校からの離学・退学問題および就労問題
について明らかにする。 
一年目は、その実態把握と整理を目的に

資料収集およびそれぞれの他分野の専門
家にレビューを受ける。これらは、二年目
の基礎資料の作成に向けて行われる。従っ
て、これまでに十分に紹介されることの少
なかった教育統計および社会統計を活用
し、統計から見られる学校教育の実態、病
理問題、制度的欠陥、構造上の問題、そし
て労働市場との接続問題について明らか
にする。 



 

 

二年目以降では、これら統計学的実態を
踏まえたフィールド調査を進めることに
する。 
三年目では、それぞれの班で分析した主

流から排除されていくメカニズムについ
ての考察を行う。 
以上より、各研究班の現状分析とフィー

ルドノーツに加えて、最終年度は全体のメ
カニズムに関する総括に向けた考察を行
い、これまで排除してきたマイノリティに
対する学校教育の新しい機能・役割と地域
や家庭、労働市場と連動した総合的な対策
の構築を模索する。  

 
４．研究成果 
成果は、次の四点である。第一に、フラン

スでは社会学者ブードン、ブルデュー以来の
学校を通じての再生産構造からの脱却が未
だに不十分であること。第二に、その対策と
して、資格社会を基調とする伝統と、発展の
目覚しい知識社会における高度な能力（コン
ピテンシー）をもった人材養成機関としての
学校には、より効果的な学校教育の再定義が
求められる。こうした資格によって雇用機会
も開かれるフランス社会は、ヨーロッパとい
う市場においても効力を発揮するだろうし、
さらには、世界市場においてもより広く通用
する教育制度の構築が待たれる。従ってここ
では、学校と労働の接続のあり方についてこ
れまで以上にフランスの独自性（資格に重き
をおいた社会）が浮上し、このことによる資
格（学歴）のインフレが生じていること。第
三に、ドロップアウトされる若者を中心に学
校教育の可能性について考究している。具体
的には、再チャレンジ型の教育制度であり、
社会づくりである。積極的差別是正政策、優
先教育地域政策、個別支援策、社会経験認定
制度、などが近年の政策の中心課題である。
第四に、学校、地域、家庭の連携による対応
である。それはたとえば、余暇センターなど
社会教育の活動に見られる支援策である。都
市政策とも絡めながら、いかに地域に受け皿
が用意され、そこで再生の機会が保障されて
いるかフィールド調査から明らかとしてい
る。こうした四点から、フランスの学校教育
の再構成をはかり、知識社会における新しく、
社会に開かれた学校の枠組みが求められて
いる。このことは、日本の教育学研究にも示
唆を与えるものである。 
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